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Ｃ Ｐ 局 長 岡 本 裕 也 

参 事 谷 村 芳 和 

経 営 指 導 員 竹 内 博 史 

経 営 支 援 員 川 上 香 代 子 

経 営 支 援 員 中 森 真 喜 子 

記 帳 指 導 員 田 中 有 賀 子 

臨 時 職 員 喜 久 永 冨 美 代 

臨 時 職 員 中 林 妙 子 

臨 時 職 員 福 森 祐 美 子 

◆事務局機構（平成２７年６月１日現在）◆ 
勤務場所 職   名 氏   名 

経営指導員〔島ヶ原支所兼務〕 峰 八 重 子 阿 山 支 所 

（TEL43-0014） 記 帳 専 任 職 員 藤 村 智 美 

島 ヶ 原 支 所

（TEL59-2010） 
経営指導員〔阿山支所兼務〕 峰 八 重 子 

大 山 田 支 所

（TEL47-0321） 

経営指導員〔青山支所兼務〕 中 尾 ゆ み 

記 帳 専 任 職 員 樋 口 由 香 里 

臨 時職員 〔青山 支所 兼務 〕 玉 置 一 雄 

青 山 支 所 

（TEL52-0438） 

参 事 勝 島 政 信 

経営指導員〔大山田支所兼務〕 中 尾 ゆ み 

記 帳 専 任 職 員 小 坂 宣 子 

記 帳 指 導 職 員 吉 岡 春 香 

臨時職員〔大山田支所兼務〕 玉 置 一 雄 

 

 
 

   

   

   

   

           

            次回の会員一斉訪問実施予定日は ７月１４日（火） です           
 

  

 ☎ 45- 2210  

 

          《貸 付 金 利 の 状 況》      （平成２７年６月１日現在） 

日本政策金融公庫 
 普通貸付（５年以内） １．３０％～３．００％   → 

 経営改善貸付 （無担保・無保証人） １．２５％   → 

三重県融資制度  小規模事業資金 （第三者保証不要・別途保証料） １．６０％   → 

商工貯蓄共済制度 
 一般 （保証料不要） １．６７５％～２．０７５％   → 

 保証協会保証付 （別途保証料） １．５５％   → 

〔第６号議案〕辞任に伴う役員の選任について 

 全国商工会連合会、三重県商工会連合会の役員改選時期に合わせるため、現役員が全員５月２２日で一旦辞任し、 

５月２３日から新役員として就任しました。任期は３年です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

 

以上で議事が終了し、大田副会長が閉会のことばを述べ、総代会を終了しました。   
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  ㈱日本政策金融公庫津支店の融資担当者がご相談

に応じます。商品の仕入資金、手形・買掛決済資金、

ボーナス支払資金等の運転資金や車両購入等の設備

資金で、借入をご希望の方は是非ご利用ください。    

           

          

           

      
 

 

 

 

リーガルサポートシステム（企業法務専門支援員制度）のご案内 
 

   商工会では弁護士資格を持つ企業法務専門支援員を常時設置し、会員の皆様からの法律相談に無料で応じる

制度があります。請負契約、債権回収、相続関係、連帯保証人、時効制度等のご相談や身近な法律相談（事業

以外の相談も可）まで、気軽にご利用ください。相談予定日は毎月第一金曜日です。  

        次回相談予定日  平成２７年７月３日（金） 午前１０時 ～ 午後４時  

 ■ご相談を希望される方は、商工会本所または最寄の支所まで事前にお申し込みください。 

❤ 商工ふれあい共済加入者人間ドック・健康診断助成金のご案内 ❤ 
  商工会では、ふれあい共済加入者の健康維持増進を目的に人間ドック・健康診断を受けた方への助成金制度 

 を設けています。助成金を希望される方は下記条件をご確認の上、お申し込みください。 
 

    ●助 成 金 額   １０,０００円／一人   

    ●助成対象条件   ①タイプⅡに疾病入院特約またはがん診断先進医療特約を付保し２年以上経過している。 

            ②疾病、がん診断での共済金受給後（支払日より）１年以上経過している。 

            ③人間ドックまたは健康診断を受診し自己負担額が２５,０００円以上である。 

    ●申 請 方 法    申込書にご記入ご捺印の上、人間ドックまたは健康診断受診時発行の領収書（控）を添 

            付してください。（申込書は商工会にあります。）          

  
  お客様への対応や事業所内のより良い人間関係を築く

ためのコミュニケーションマナーについて講師がわかりや

すく説明をします。受講料は無料です。    
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 去る５月２２日（金）午後２時から、大山田産業振興センターにおいて、９８名の総代（内委任状出席４１名

を含む）の出席のもと、第１１回通常総代会を開催しました。 

 奥野副会長の開会の辞に続き、柘植会長から挨拶が行われました。 

 次に、来賓としてご臨席の、岡本伊賀市長、近森伊賀市議会副議長、木津三重県議会議員、増田三重県雇用経

済部中小企業・サービス産業振興課長からご祝辞を頂いた後、議長に大山田支部の今林孝平氏を選出し議案審議

に入りました。 
 

【議 案】 

〔第１号議案〕平成２６年度収支更正予算書（案）〔特別会計を含む〕の承認について 

〔第２号議案〕平成２６年度事業報告並びに収支決算書〔特別会計を含む〕、貸借対照表、財産目録の承認について 

 第１号議案、第２号議案は関連があるため、一括上程され原案とおり承認可決されました。 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

〔第３号議案〕平成２７年度事業計画（案）並びに収支予算書（案）〔特別会計を含む〕の承認について 

 原案とおり承認可決されました。 

〔第４号議案〕定款の一部改正について 

 全国連役員会・理事会において、青年部員の年齢制限引上げが了承され、標準定款例等が変更された事に伴い、青

年部部員年齢制限を「年齢満４０歳以下の者」から「年齢満４５歳以下の者」とする改正。 

◆ 第１１回伊賀市商工会通常総代会開催 ◆ 

 

科 目 （ 大 分 類 ） 
平 成 ２ ６ 年 度 

決 算 額 

補 助 金 等 収 入     ７４，０９３，１６０   

会費・手数料等収入    ５９，９９７，２３８ 

受 託 料 収 入        ６０，０００ 

前 期 繰 越 収 支 差 額     １，２１８，１３５ 

合 計   １３５，３６８，５３３ 

 〈収入の部〉                                                 

科 目 （ 大 分 類 ） 
平 成 ２ ６ 年 度 

決 算 額 

経 営 改 善 普 及 事 業 

指 導 職 員 設 置 費 
６４，７８４，１９４  

経 営 改 善 普 及 事 業 

指 導 事 業 費 
６，５７６，２５６ 

受 託 等 事 業 費 ６５，６１０ 

地域総合振興事業費 ２１，３３２，２１０ 

管 理 費 ４０，２９９，６１７ 

資産取得等引当支出 １，７７９，０００ 

次 期 繰 越 収 支 差 額 ５３１，６４６ 

合 計 １３５，３６８，５３３ 

      ◆平成２６年度収支決算の概要◆  

  〈支出の部〉         （単位：円）  

◆平成２６年度事業の概要◆ （主な事業の取組み） 
 
 

①毎月の会員一斉訪問を中心に各種施策や経営情報をネットＳＣＩ、月刊「商工会」等を通じて提供するとともに 

 小規模事業者等の経営課題やニーズの把握に努め、集団・個別講習会の開催、高度・専門的支援については津・ 

 伊賀商工会広域連合との連携を図り専門家派遣事業やリーガルサポートシステム（企業法務専門支援員制度）の 

 活用に努めました。また、消費税率の段階的引き上げに伴い円滑かつ適正な転嫁について講習会や専門家派遣事 

 業を通じ相談・支援体制の強化に努めました。 

②経営支援活動として、中小企業経営力強化支援法に基づく経営革新等認定支援機関として経営革新計画、みえ地 

  域コミュニティ応援ファンド、創業補助金、ものづくり補助金及びトライアル補助金、小規模事業者持続化補助 

  金等の申請支援を行いました。また、「三重県中小企業・小規模企業振興条例」による支援策である「三重県版経 

 営向上計画」の認定支援に努めました。 

③創業セミナー、創業スクールやフォローアップ相談会、創業ビズカフェを開催し起業支援を行いました。また、 

 経営計画作成セミナーを開催し経営計画の作成・補助金申請書等の作成について支援を行いました。 

 その他、日本クレーン協会三重支部と共催で玉掛け技能講習会を開催し資格取得支援に努めました。 

④地域支援活動として、芭蕉翁生誕３７０年記念事業に係る協賛・自主事業（地域活性化イベント）の実施、着地 

 型観光「伊賀ぶらり体験博覧会 いがぶら」への協力・参加事業者支援、伊賀市の新たな特産品及びグルメ開発 

  をめざした調査事業等を行いました。 

⑤商工会地域の小学４年生を対象に募集した環境啓発標語入選作品でｅｃｏカレンダーを作成・配布、また「ペッ 

  トボトルキャップを集めて世界の子どもたちにポリオワクチンを届ける運動」を実施し、環境啓発活動に取組み 

 ました。(青年部・女性部） 

 

◆巡回指導及び窓口指導の計画 ◆   
 ① 巡回指導（訪問） 

    効率的・効果的な支援を行うため担当エリアを定めず、金融相談等緊急を要する相談には即時対応できる  

   体制を執る。また、原則月～金曜日の午後を巡回日と定め、職員が分担して効率的な巡回に努めると共に毎 

   月の一斉巡回も継続して実施し、事業者ニーズの把握、情報提供及び支援等地域密着型及び提案型巡回（訪 

   問）を行う。高度専門的な相談については、広域連合等関係機関とも連携し相談体制の確立を図り課題解決 

   にあたる。 

   目標： 全職員による巡回指導 ７，０００回   年１２回一斉巡回訪問の実施 

 ② 窓口指導 

    本所・支所及び職員間の情報疎通を緊密に行い、経営革新・経営一般・情報化・金融・税務・労働・取引 

   環境対策・その他に関する一切の相談に応ずる。また、高度専門的な相談指導は広域連合等関係機関と連携 

   して窓口相談指導にあたる。 

   目標： 全職員による窓口指導 １，５００回   効果的かつ迅速な対応 

 ③ 巡回・窓口指導の小規模事業者への周知方法 

    ネットＳＣＩ等の広報及び窓口・巡回指導時に小規模事業者にＰＲ、周知する。 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   ※本年度より、津・伊賀商工会広域連合の 

       事務局となるため関係予算を含む 

 
 

 

〔第５号議案〕平成２７年度借入金最高限度額の承認について 

  借入限度額５，０００万円、借入利率各金融機関の定める率、借入金融機関は北伊勢上野信用金庫柘植支店 

  、三重銀行伊賀新堂支店、百五銀行青山支店 

  原案とおり承認可決されました。 

  〈収入の部〉                   〈支出の部〉       （単位：千円）  

科 目 （ 大 分 類 ） 
平 成 ２ ７ 年 度 

予 算 額 

補 助 金 等 収 入 ７８，７９６ 

会費 ・ 手 数 料 等 収入 ６１，７１３ 

受 託 料 収 入 ６０ 

前 期 繰 越 収 支 差 額 ５３１ 

合 計 １４１，１００ 

科 目 （ 大 分 類 ） 
平 成 ２ ７ 年 度      

予 算 額 

経 営 改 善 普 及 事 業 

指 導 職 員 設 置 費 
７３，９８１ 

経 営 改 善 普 及 事 業 

指 導 事 業 費 
５，３２７ 

受 託 等 事 業 費 ７０ 

地 域 総 合 振 興 事 業 費 ２３，０００ 

管 理 費 ３８，５１３ 

資 産 取 得 等 引 当 支 出 ０ 

予 備 費 ２０９ 

合 計 １４１，１００ 

      ◆平成２７年度収支予算の概要◆  

◆平成２７年度事業計画の概要◆            
 基本方針抜粋 

  伊賀市商工会として合併１０年が経過し、さらなる支援充実のため、全国商工会連合会の統一標語でもある「商工会

は行きます 聞きます 提案します ～会員満足向上運動～」を引き続きスローガンに掲げて、会員事業者等への地域密

着型巡回訪問を通じて事業者の抱える課題や会員ニーズの把握に積極的に取組み、伴走型の経営改善支援に努めます。 

 また、創業スクールの開催による創業・人材育成事業、三重県版経営向上計画策定、経営計画作成セミナー、特産品

開発等に取組むとともに、地域が抱える課題についても、「まち・ひと・しごと創生法」が成立しており、県・市・県

連をはじめとする関係機関と連携して課題解決に取組み、地域の活性化を図ります。 
                     

                    「平成２７年度最重点項目」 

   Ⅰ 小規模企業振興基本法、三重県中小企業・小規模企業振興条例を踏まえた小規模企業支援施策の強力な推進 

   Ⅱ 中小企業・小規模企業の更なる発展に向けた支援の強化 

   Ⅲ 商工会による地方創生への取組み 

   Ⅳ 会員サービスの一層の充実 

   Ⅴ  支援体制及び組織基盤の強化 
 

重点事業     ①中小・小規模企業経営安定化のための相談・支援体制の強化  ②人材育成・人材活用事業の推進 

           ③地域活性化事業の推進            ④情報提供サービスの充実            

           ⑤商工（地域）振興の推進           ⑥組織基盤の強化と財政基盤の確立 

           ⑦支部活動の充実               ⑧環境対策事業の啓発普及            

           ⑨後継者等育成事業の推進           ⑩関係機関等との連携 


